
瀬戸市行政改革集中改革プランの概要 
 

 

 
はじめに 

１ 行政改革について 

本市における行政改革の取組については、平成 9 年 6 月に「瀬戸市新行政改革大綱」を

まとめ、平成 10 年 10 月に改革すべき項目や数値目標、実施年度などの具体的内容につい

て定めた「瀬戸市新行政改革実施計画（平成 10～12 年度）」を、平成 13 年 5 月には「瀬戸

市新行政改革第２次実施計画（平成 13～15 年度）」を策定し、行政運営の簡素化・効率化

を図りながら財源確保に努め、少子高齢社会への対応や多様化している市民ニーズに応え

るために行政改革に取り組んできました。 

 

２ 行政経営について 

社会経済情勢が大きく変化していく中、厳しさを増す本市の財政状況を踏まえた行政運

営を継続していくため、これまで行政改革で取り組んできた経験を生かし、平成 12 年度か

ら「経営」の視点による市政全般の改革である「行政経営改革」を進めています。 

  平成 13 年 6 月には、民間会社で言えば「社外取締役」兼「外部監査人」に当たる役割を

果たす「瀬戸市行政経営委員会」を設置しました。この委員会では、本市の行政がより良

いサービスをより高い効率で提供し、行政に民間企業の経営理念、手法等を可能な限り導

入するための助言を求め、市長が責任を持ってその実行に努めてきました。 

平成 14 年 2 月には「行政経営導入計画」を策定し、これに基づき、「平成 17 年度末まで

に、瀬戸市の行政組織が、目標を共有し、役割分担と創意工夫によって行動できるように

なる」ことを経営改革のビジョンとして掲げ、これを目指した取組を進めてきました。 

 

３ 第５次瀬戸市総合計画について 

これまでの行政経営の取組を踏まえ、長期的視点に立った望ましい地域社会づくりの指針と

して、平成 18 年 3 月に「第 5次瀬戸市総合計画（計画期間：平成 18～27 年度）」を策定しま

した。 

この第 5次総合計画では、「どのような地域社会をつくるか」、「市民がどのような生活を送

るか」といった市民と行政がともに目指す「社会の姿」を提示するとともに、達成すべき明

確な目標を掲げ、その実現のための道筋を明らかにすることとしています。また、目標に掲

げた水準を達成できたかどうかを常に評価し、目標達成のために必要な行動をしていく仕組

みを計画の中に盛り込むこととしました。 

また、策定過程全般を通じて、市民と行政が目標を共有し、役割分担・創意工夫による行
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動ができるようになることを実現するため、総合計画審議会、公募市民メンバー会議、分野

別市民委員会の開催や市民意向調査、パブリックコメントなどを実施しました。また、策定

後については、計画に従った取組を進めていくものとしています。 

 

４ 瀬戸市行政改革集中改革プラン 

平成 16 年 12 月 24 日に閣議決定された「今後の行政改革の方針」を受け、平成 17 年 3

月 29 日付けで総務省より「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」と

して助言があり、この指針において、行政改革大綱に基づき具体的な取組を集中的に実施

するため、平成 17 年度を起点とし、おおむね平成 21 年度までの具体的な取組を明示した

計画（集中改革プラン）を平成 17 年度中に公表することとされました。 

  これまで述べたように本市では、行政改革、行政経営の理念を第 5 次瀬戸市総合計画に

盛り込んで作成しています。よって、「瀬戸市行政改革集中改革プラン」については､第 5

次瀬戸市総合計画の枠組みの中で作成しています。 

 

 

 

 

事務事業の再編・整理、廃止・統合 

 歳入確保に係る取組として、これまでに施設使用料、下水道使用料の引き上げや未利用財

産の売り払い、広報せとや塵芥収集車への広告掲載などを行ってきました。 

 また、歳出削減に係る取組として、補助金の見直しや公共工事のコスト縮減を図り、経常

経費の削減、出張旅費の見直しといった内部管理経費の見直しなど 27 項目にわたる取組を行

ってきました。 

平成 17 年度には、消防設備を見直し化学車、電源車をそれぞれ 1台削減するとともに、携

帯電話からの 119 番直接受信を開始し出動指令伝達までの時間の短縮を図りました。また、

施設予約・電子申請システムの構築や地上デジタル・データ放送を活用した地域情報の発信

により、情報システムを活用した住民サービスの向上に努めています。 

平成 18 年度以降には、第 5 次瀬戸市総合計画の実現に向けて大幅な組織の改編を行い、1

部 3課 16 係を削減します。 

また、市税等のコンビニ収納を実施し利便性と収納率の向上を図るとともに、近隣市町村

の動向を考慮しつつ証明・交付・閲覧の手数料の見直しを行い歳入確保に努めます。 
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 民間委託等の推進 

 

１ 公の施設についての取組 

  公の施設については、指定管理者制度の導入を進めており、平成 16 年度にパルティせと、瀬

戸蔵、瀬戸蔵ミュージアムなど 4施設、平成 17 年度に市営駐車場（瀬戸口駅北）、平成 18 年 4

月 1日から、スポーツ施設、都市公園、文化センター、新世紀工芸館、マルチメディア伝承

工芸館、福祉保健センター、老人憩いの家といった計 94 施設において指定管理者制度の導

入を図ります。 

 

指定管理者制度の導入状況 

導入年度 施  設  名  称 施設数 

平成 16年度 
瀬戸蔵、瀬戸蔵ミュージアム、パルティせと、市営駐車場 

(パルティせと) 
4 施設 

平成 17年度 市営駐車場(瀬戸口駅北) 1 施設 

平成 18年度 

自然児童遊園、スポーツ施設(17)、定光寺野外活動センター、

市営駐車場(3)、都市公園(57)、西部コミュニティセンター、

文化センター(3)、新世紀工芸館、マルチメディア伝承工芸

館、福祉保健センター(5)、老人憩いの家、高齢者生きがい

活動施設、水野在宅福祉センター(2) 

94 施設 

計  99 施設 

 

２ 民間委託等の推進 

（１）民間委託等の推進 

 ① ごみの収集業務 

  これまでにびん・缶、紙類、可燃ごみ収集の一部の業務委託を行ってきましたが、平成 18 年

度から土曜日の可燃ごみ収集業務の民間委託を行います。 

 

 ② 学校給食の配膳・調理業務 

  これまでに学校給食配送業務、学校給食センター調理業務の民間委託を行ってきました。

また、学校給食センター配送校における配膳業務や学校給食の単独校における調理業務に

ついて、順次民間委託を進めてきましたが、平成 18 年度以降もさらに民間委託を拡大して

いきます。 
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③ 保育所の給食・用務業務 

  平成 18 年度から保育所における給食・用務業務の民間委託を順次行っていきます。 

 

④ 図書館の窓口業務 

  図書館における窓口業務の民間委託を平成 20 年度の実施に向けて取り組んでいきます。 

 

（２）ＮＰＯ・大学等との連携 

 ① 市民活動センターの運営業務をＮＰＯに委託 

平成 17 年 4 月 1日から、市民の自発的な公益活動を促進するための相談・情報提供・交

流業務を行う市民活動センターの運営をＮＰＯに委託しました。 

 

 ② まちづくり施策協働プログラムの実施 

  平成 17 年度から、「大学コンソーシアムせと」に加盟する 6 つの大学が、瀬戸市の行う

施策にゼミあるいは授業として参加し、大学教員・学生と市担当部課との協働によって事

業を実施しています。瀬戸市は行政だけではない新しい発想を施策に反映するとともに、

大学はフィールドワークを通じた実践教育や社会貢献の場として活用するなど、相互の連

携を図っています。 

  

 ③ 「学びキャンパスせと」の運営をＮＰＯと共催実施 

  平成 18 年度から、「学びキャンパスせと」の運営をＮＰＯとの共催により実施し、市民

が自ら生涯学習に取り組み、市民自らの企画実行による学びあいを実現することにより、

生涯学習の推進を図ります。 

 

 

 定員管理・給与の適正化 

 

１ 人事管理の適正化 

本市では、新しい時代の行政運営を実施するため、平成 15 年 7 月に『もらーる・あっぷ

計画』（瀬戸市人材育成基本計画）を策定しました。 

この計画では、「人事」「研修」「採用」のあり方について人材育成の観点から具体的な施

策を示し、今日まで取り組んでいます。 

平成 18 年度からは、人事考課制度と目標による管理育成制度の運用と定着により職員の

育成強化に取り組むとともに、高度な知識を取得するための単位取得制研修の実施につい

て検討を行います。また、個々の職員の特性・希望に応じて専門性を高める複線型人事制

度の導入を図ります。 

 

- 4 - 



２ 定員管理の適正化 

これまで民間委託の推進や徹底した事務事業の見直しを行い、平成 10 年度の 1,052 人を

ピークに約 150 人（13.7％）の職員を削減し、平成 17 年 4 月 1日現在では 908 人となって

います。 

今後、平成 19 年度から 9年間で現在の職員数の約 45％（約 400 人）の職員が退職となり

ます。この間に IT の推進等による事務事業の効率化や、指定管理者制度をはじめとするア

ウトソーシング、再任用職員や任期付採用職員等、多様な任用形態の職員を効果的に活用

することにより、少数精鋭で最大の効果をあげる『小さな市役所』を目指します。また、

退職者数の増減に関わらず一定数の職員を採用し、職員の年齢構成の平準化を図ります。 

これらの取組により平成 22 年 4 月 1 日現在での職員数 835 人を目標とし、平成 17 年 4

月 1日現在（908 人）から 73 人（削減率 8.0%）の削減を行います。 

 

 

 

 

平成 17 年 4 月 1 日現在 908 人 ⇒ 平成 22 年 4 月 1 日現在 835 人（▲8.0%）

今後5年間の定員管理の数値目標（公営企業を含む）  
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３ 給与等の適正化 

本市では、これまでも社会経済状況の変化や他の自治体との均衡を考慮しつつ、通勤手

当、特殊勤務手当などの見直しを行うとともに、管理職手当の一律削減や新規採用職員の

初任給の引き下げ、職員の昇給延伸といった給与等の適正化を図ってきました。 

これまでの取組に加え、給料表の構造の見直しや地域手当の導入、能力・業績の的確な

給与への反映などの施策を実施することにより、市民から理解の得られる給与等の適正化

を図るとともに、職員の士気の向上にもつながる給与制度を構築します。 
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 経費節減等の財政効果

 

１ 平成 10 年度から平成 16 年度までの財政効果 

平成 10 年度から平成 16 年度までに事務事業の再編・整理、廃止・統合により約 40 億円、

民間委託等の推進により約 2億円、約 150 人の職員の削減や給与等の見直しを行い約 12億

円、総計約 54 億円の経費削減を達成しました。なお、実施した取組の中には、それまでの

事業や制度を廃止することにより、後年度にもその効果が及ぶものもあり 7 年間での取組

が及ぼした影響額としては約 117 億円にも上ります。 

 

            平成 10～16 年度までの財政効果額 

項    目 財政効果額（千円） 財政効果影響額（千円）

事務事業の再編・整理、廃止・統合 3,989,875 6,392,559

民間委託等の推進 218,149 472,142

職員・給与等の削減 1,246,813 4,856,687

合      計 5,454,837 11,721,388

 

２ 平成 17 年度から平成 21 年度までの財政効果 

平成 17 年度から平成 21 年度までの事務事業の再編・整理、廃止・統合により約 13 億円、

民間委託等の推進により約 5 億円、73 人の職員の削減や給与等の見直しにより約 5 億円、

総計約 23 億円の経費削減効果が見込まれます。また、これらの取組が及ぼす影響額として

は約 137 億円に上ると試算しております。 

 

平成 17～21 年度までの財政効果額 

項    目 財政効果額（千円） 財政効果影響額（千円）

事務事業の再編・整理、廃止・統合 1,290,412 4,949,006

民間委託等の推進 530,124 1,377,356

職員・給与等の削減 531,471 7,336,310

合      計 2,352,007 13,662,672

 

※ 「財政効果額」とは、当該年度に発生した効果額であり、「財政効果影響額」とは、

実施した取組の中で、それまでの事業や制度を廃止することにより、後年度にもそ

の効果が及ぶものを累計した影響額をいう。 
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 瀬戸市土地開発公社の経営

 

瀬戸市土地開発公社においては、平成 7年度末のピーク時に 81 億 6,800 万円であった土

地保有額が、平成 17 年度末には 5億 7,400 万円となる見込みです。この保有額は、県内に

おける他団体の土地開発公社と比較しても低い状況にあります。今後も、市との連携を図

りながら計画的な事業運営を進め、引き続き健全な経営を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

土地開発公社の保有額及び取得・処分額の推移

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

百万

年度

取得額

処分額

保有額

 

- 8 - 


